
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４４１６

基盤研究(B)

2013～2011

クロスメディア環境下の消費者によるブランドおよびチャネル選択行動に関する国際比較

Comparative Study of Consumer Brand and Channel Choice Behavior under Cross-media.

４０１５４６２９研究者番号：

陶山　計介（Suyama, Keisuke）

関西大学・商学部・教授

研究期間：

２３３３０１４３

平成 年 月 日現在２６   ６ ２０

円    13,100,000 、（間接経費） 円     3,930,000

研究成果の概要（和文）：景気後退や東日本大震災、インターネットやSNSの普及などによって生まれた新しい生活意
識やライフスタイル、地域社会への関わり方は、消費者の食の安全・安心への意識、ブランド・小売店舗、NBおよびPB
の選択行動を変化させ、メーカーや小売業は「適応」を迫られている。本研究では、「消費者ブランド・ストア選択の
日英米中４カ国比較モデル」を構築し、それにもとづく仮説を定量調査によって検証した。その結果、BSE、放射能、
鳥インフルエンザ、など食の安全・安心に関する食購買行動が国・地域ごとに異なり、それは消費者、情報メディア、
製品カテゴリー、流通特性、歴史、文化、社会などに依存することが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：New lifestyle and the community commitment which are caused by the economic recess
ion and East Japan great earthquake disaster, internet and SNS have changed not only the consumer's consci
ousness to food safety but also consumer's choice behavior  of the brand, retail store, NB and PB. The man
ufacturer and the retailer are forced to adapt. In this study, we built "The consumer's brand and store ch
oice model in four countries: Japan, UK, U.S. and China." And we verified our hypotheses quantitatively. A
s a result, we showed consumer's purchase behavior against the several food risk like BSE, radioactive mat
erials, bird flu, and the like were different in four countries. And these differences depended on the sev
eral factors such as consumer, information media, product category, distribution, history, culture, societ
y. 
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１．研究開始当初の背景 
平成 20 年秋以降の景気後退とグローバル
競争、加えて ICT革命や SNSの普及は消費
者のブランド・小売店舗の選択を変化させ、
てきた。加えて平成 23 年 3 月に発生した東
日本大震災と福島原発事故は、生活のあらゆ
る場面でリスクマネジメントの発想が求め
られるとともに、そこからの復興のなかで新
しい生活意識やライフスタイル、地域社会と
の絆や共生、コミュニティ意識も芽生えてき
た。そのなかで、メーカーや小売業はさまざ
まな「適応」行動を展開してきたが、ブラン
ドという観点からみると、そのマーケティン
グや流通、消費をめぐるメーカー間と小売業
間、さらに両者の関係も大きく変化してきた。 

 
２．研究の目的 
本研究の課題は、クロスメディア時代とい
われるブランド・コミュニケーション環境下
で熾烈なグローバル競争を展開しているメ
ーカーと小売業のマーケティングおよび流
通の分野での「適応」行動とその構造におけ
る変化を分析しながら、主として NB（ナシ
ョナル・ブランド）および PB（プライベー
ト・ブランド）の選択を中心とする消費者購
買行動を日英米中４ヵ国について国際比較
することである。これによって世界的に進展
しつつあるブランド・パワーシフトの現状と
将来動向を理論的・実証的に探ることが可能
となる。 
 
３．研究の方法 
まず関連する分野の先行研究をレビュー
する一方、日英米中４ヵ国のマーケティング、
流通、消費をめぐる動向を把握する。とりわ
け消費者の購買行動、ブランド選択やチャネ
ル・小売業態選択のあり方、NB と PB をめぐ
る関係構造、それぞれの国・地域におけるイ
ンターネットを含むコミュニケーションメ
ディアの状況、役割、機能や、メーカーおよ
び小売業によるブランド・コミュニケーショ
ンの実体化（＝構造化・機能化）プロセスな
どの考察が中心となる。次に国際比較分析を
進めるための一般的・包括的な理論モデルを
構築する。そしてこのモデルにもとづいて、
実証仮説と共通尺度を開発する。その後、仮
説を検証するための消費者ネット調査を日
英米中などの各国で実施する。最後にそこで
得られたデータを先の定性情報とつき合わ
せながら、国・地域別の消費者購買行動の共
通性や差異性、メーカーや小売業の「適応」
行動との因果構造について、クロス集計、因
子分析、重回帰モデル、共分散構造分析など
の数理統計手法を用いて解析を行う。 
 
４．研究成果 
(1) 「食事文化」への移行と食購買行動 
少子高齢化や女性の社会進出が一層進展
し、景気回復の兆しが見られつつあるなかで、
成熟した社会でのゆとりや食の豊かさへの

希求も本格化してきた。欧米流の「料理文化」
から「食事文化」への移行である。消費者は
個食化し、冒険心旺盛で、グローバル調達の
食品を求め、自分好みの味の調理済み食品に
大きく依存している。また健康意識の高まり
や環境保全、地域社会との絆や共生を重視す
るライフスタイルも顕著になってきた。 
欧米に次いでわが国でも出現しはじめた
このような食文化や食スタイルは、消費様式
やブランド態度、また購買行動や小売店舗選
択にも大きな影響を与えている。とりわけ食
品メーカーによる。 
そうしたなかで小売業の世界的な動きと
して、都市や地方ともに自らの店舗を“生活
インフラ”、“コミュニティの中核”と位置
づけ、品揃えやサービスを通じてコミュニテ
ィの再生・発展と高度化した住民のニーズへ
の対応をはかってきている。とりわけ生鮮食
品や冷凍・冷蔵調理済み食品分野における PB
の開発を軸に健康やナチュラル、環境などの
切り口から従来の NB に不満を持つ消費者の
嗜好やマインド、購買行動に対応している。
この点では食品メーカーの技術革新やマー
ケティング対応は大きく遅れていると言わ
ざるをえない。これが PB の優位につながっ
ている。 
(2)食リスク対応の消費者購買行動 
今次の東日本大震災と福島原発事故は、食
品の安全・安心に対する消費者・生活者の関
心を高め、食品リスク・コミュニケーション
の重要性が増大した。とくに福島原発事故を
契機に放射能を中心とする食の安全・安心意
識、食購買行動、食リスク・コミュニケーシ
ョンが大きくクローズアップされている。も
ちろん、日本では放射能汚染、中国は鳥イン
フルエンザ、英国は BSE、米国は遺伝子組み
換えというように、国や地域によって食リス
ク要因は異なる。 
本研究では、消費者のリスクに対する知識
や関与、食リスク認知・受容とブランド・店
舗選択の間の因果関係を構造的に示す国際
比較モデルにもとづき日英米中４ヵ国の消
費者調査データを解析した。 
その結果、個人要因（関与・知識）⇒リス
ク認知⇒情報メディアの参照⇒リスク受容
へというパスが導かれ、BSE では、関与・知
識が高まるほど、“恐ろしさ”が高まる。遺
伝子組み替えでは、“恐ろしさ”が高まると、
“公的メディア”、“店頭メディア”、“口
コミ”を参照するようになる。添加物では、
“恐ろしさ”が高まると、価格が安くても購
入しなくなり、購入をなるべく避けたりする。
放射能汚染では、“口コミ”を参照するほど、
購入するのをなるべく避けるようになる、と
いった結果が導出された。 
(3) 消費者の NB/PB ロイヤルティ構造 
Lincoln and Thomassen(2008) や AC 
Nielsen(2009)の調査によれば、PB シェアは
イギリスの43％、アメリカの22％に対して、
日本は 6％と推定されている。食品カテゴリ



ーについてもイギリスでは 1990 年代に健康
や環境といった切り口から付加価値型 PB が
登場してから、Tesco、Asda、Marks & Spencer
など英国ではストア・アイデンティを活用し
ながら高い PB シェアを実現し、アメリカで
も Wal-Mart、Trader Joe's、Wegmans などに
よる PB の導入が進み、消費者からの高い支
持を得ている。一方、日本や中国といったア
ジアやラテンアメリカの諸国では NB が依然
として強い。 
このような食品分野でのNB/PBをめぐるメ
ーカーと小売業の関係における国や地域に
よる違いをもたらす大きな規定因としては
は、以下のような諸要因があげられてきた。
①経済動向、②余剰生産設備、③生産設備の
集中度、④広告と販売促進、⑤小売集中度、
⑥ストア・イメージやストアロイヤルティ、
⑦消費者の可処分所得、⑧製品カテゴリー、
⑨製品ライフサイクルの段階、⑩ＮＢとの価
格差、⑪PB に対する親しみや品質、である。 
これらの要因の中で、ＰＢロイヤルティ構
造は、日英米中４カ国間および取り上げた生
鮮食品、肉、卵、牛乳、シリアル、ミネラル・
ウォーターといった製品カテゴリー間で概
ね同一であった。そのなかで、メーカーのも
つ品質や信頼性にさらに磨きを掛けるだけ
でなく、リレーションシップ・マーケティン
グやコーズリレーティッド・マーケティング
を展開してロイヤルティを向上させようと
してきた NB は高い支持を得ている反面、小
売業は新たな生活提案軸での品揃えや店頭
プロモーション、地域に根ざした商業者とし
ての活動なども行うなかで店舗イメージを
高めつつ、PBの開発を武器にメーカーとの間
での価格引き下げ交渉や棚割の一層の選別
を獲得している。 
 
(4)結論 
 日英米中４ヵ国を含め世界的に進んでい
るのは、新しい食スタイルや食リスク認知と
食購買行動に応える小売業の中核的な戦略
の１つである。今回は PB／NB に焦点を当て
ながら、各国の消費者・生活者のブランド・
小売店舗選択を考察した。今回明らかになっ
た知見をもとにしながら、次は、本格的な国
際比較研究を行い、食品分野の PB とメーカ
ーのナショナル・ブランド（NB）をめぐる動
態と展望、小売業と食品メーカーとの関係構
造のダイナミズムを解明することを目的と
する。 
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